
別表１（第３条関係） 

区分 項目 補助要件 補助対象経費 補助金額 

脱 炭 素 住 宅

設備 

住宅用太陽光

発電システム 

ア 住宅の屋根等への設

置に適した低圧配電線と

逆潮流ありで連携し、太

陽光発電モジュールの

公称最大出力またはパワ

ーコンディショナの定格

出力のいずれかが 10kw

未満であること 

イ 起動及び停止等に関

して全自動運転を行うも

の 

ウ 太陽光発電システム

の接続契約年月日また

は領収日が、次のいずれ

かであること 

①固定価格買取制度を

含めた余剰売電の場合

…受給開始日が申請年

度内又は申請前年度内

であること 

②自家消費の場合…領

収日が申請年度内又は

申請前年度内であること 

太陽電池モジュ

ール、架台、パワ

ーコンディショナ

（インバータ・保

護装置）、その他

付属機器（接続

箱、直流側開閉

器 交 流 側 開 閉

器、余剰電力量

計）、工事に関す

る費用（モジュー

ル設置工事、配

線・機器の購入

据付等を含む） 

1ｋｗにつき 

20,000 円 

（上限 

80,000 円） 

家庭用定置型

リチウムイオン

蓄電池システ

ム 

ア 蓄電池容量が 1kwh

以上で、かつ定格出力が

500w 以上のものであるこ

と 

イ 住宅用太陽光発電シ

ステムと系統連携してい

るもの 

ウ 設置工事完了日が申

請年度内または申請前

年度内であること 

蓄電池部、力変

換装置（パワーコ

ンディショナ等）、

その他付属機器

等の購入、工事

に関する費用 

蓄電池容量 

1ｋｗｈにつき 

20,000 円 

（上限 

130,000 円） 



電気自動車充

給電設備 

（ V2H シ ス テ

ム） 

ア 電気自動車等への充

電及び電気自動車等か

ら分電盤を通した住宅へ

の電力供給が可能な機

器であり、一般社団法人

次世代自動車進行セン

ター（Nev）へ登録されて

いる設備であること 

イ 既に太陽光発電シス

テムを導入している、また

は同時に太陽光発電シ

ステムを導入すること 

ウ 既に電気自動車を導

入している、または電気

自動車を同時に導入す

ること 

エ  設置工事完了日が

申請年度内又は申請前

年度内であること 

電力充給設備及

び付属品（充電コ

ネクター、ケーブ

ル等）の購入、工

事に関する費用 

補助対象経費

以内の額とし、

50,000 円（定

額） 

家庭用電気自

動車充電設備 

ア 電気自動車等（EV、

PHV）の充電設備である

こと 

イ 既に電気自動車を導

入している、または電気

自動車を同時に導入す

ること 

ウ 設置工事完了日が申

請年度内又は申請前年

度内であること 

充電設備及び工

事に関する費用 

補助対象経費

以内の額とし、

50,000 円（定

額） 

空気熱ヒートポ

ンプ給湯器設

備（エコキュー

ト） 

ア 二酸化炭素冷媒ヒー

トポンプ給湯器であること 

イ 日本産業規格（ＪＩＳ）

に適合したものであること 

ウ 日本産業規格 JIS 

C9220評価に基づく年

間給湯効率 3.1 以上（寒

冷地仕様ともに 3.1 以

上）、もしくは年間給湯保

空気熱ヒートポン

プ給湯器及び設

置 

補助対象経費

以内の額とし、

50,000 円（定

額） 



温効率 3.0 以上（寒冷地

仕様は 2.7以上）である

こと 

エ 設置工事完了日が

申請年度内又は申請前

年度内であること 

環境保 全 機

器 

生ごみ処理機

（電動式・手動

式） 

ア 電動式、手動式で機

械的な動作を用いて生ご

みの減量化または堆肥

化することができる機械

であること 

イ 領収日が申請年度内

又は申請前年度内であ

ること 

生ごみ処理機（電

動式・手動式）の

本体価格 

補助対象経費

の 1/2 以内 

（上限 

10,000 円） 

生ごみ処理容

器 

ア 微生物を利用して生

ごみを発酵させ、分解す

ることにより生ごみの減量

化及び堆肥化することが

できる容器（コンポスト

等）であること 

イ 領収日が申請年度内

又は申請前年度内であ

ること 

生ごみ処理容器

の本体価格 

補助対象経費

の 1/2 以内 

（上限 

5,000 円） 

環境保 全活

動 

 

環境保全を推

進するための

学習会、セミナ

ー、講演会等 

ア 環境保全（省エネル

ギー、資源リサイクル、環

境保護等）に関する活動

を行う団体等が主体とな

って行う、町民を対象とし

て実施する環境保全啓

発活動であること 

イ 組織の代表者及び意

思決定の方法、事務・会

計の責任者及び処理の

方法、財産管理の方法

等を明確にした組織の運

営に係る規約・約款が定

められていること 

ウ 経費の支出日が申請

学習会、セミナ

ー、講演会等の

実施に伴う会場

費、報償費、消耗

品費、印刷製本

費、交通費、委託

費、保険料 

※食糧費や備品

購入費、団体の

維持管理経費等

は補助対象外 

補助対象経費

の 

2/3 以内 

（上限 

50,000 円） 



 

注１ 補助対象となる設備は未使用のものに限るものとする。 

注２ 家庭用定置型リチウムイオン蓄電池システムと電気自動車充給電設備（V2H システム）を同

一の住宅用太陽光発電システムに接続する場合、補助対象となる設備はいずれか片方のみを補

助対象とする。 

 

 

年度内又は申請前年度

内であること 


